
仕    様    書 

 

１．件  名 

国立大学法人山口大学宿舎管理業務 

 

２．目  的 

山口市に所在する国立大学法人山口大学所有宿舎（以下「宿舎」という。）を常に良

好な状態に保つための管理人業務の委託。 

 

３．業務期間 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで。 

    （令和７年１２月２９日～令和８年１月３日は閉業とする。） 

 

４．業務委託場所 

熊野宿舎  ４・５・６号棟  ４８戸    山口市熊野町３－４，３－５，３－６ 

 

５．業務要領 

（１）請負者は業務従事者等に対して「すまいのしおり」及び本仕様書を熟知させ、業務

を行うものとする。 

（２）請負者は業務従事者等の安全衛生に関する管理について責任を持ち、関係法令に従

って行うものとする。 

（３）請負者は当該業務に係る管理体制、業務分担、緊急連絡体制等について、国立大学

法人山口大学（以下「山口大学」という。）の承諾を得て整備する。 

（４）請負者は業務従事者等を選任し、山口大学に届け出るものとする。業務従事者等を

変更した場合も同様とする。 

また、業務従事中は、業務従事者等に名札を着用させ、請負者の業務従事者である

ことを明確にするものとする。 

なお、選任にあたっては、次の事項に注意するものとする。 

・業務従事者等は、業務を行うにあたり必要な知識及び技能を有し、節度と常識を

兼ね備えた健康な者とする。また、基本的なパソコン操作（メールの送受信・ワ 

－ド・エクセル・印刷等）及びデジタルカメラの使用ができること。 

（５）業務従事者等は、業務終了後、施設企画課に「業務日誌」を提出し確認を受けるも

のとする。 

（６）業務に必要な資機材等は、指示された場所に整理し保管するものとする。 

 

６．負担区分 

（１）業務上必要な施設・設備は無償で使用できるものとする。ただし、宿舎管理人室の

使用にあたっては、次の事項を遵守しなければならない。 

①常に善良なる管理者の注意をもって使用するものとし、許可なく改造又は増設等し

てはならない。ただし、軽微な修理についてはこの限りではない。 

②第三者に貸与又は担保に供さないこと。 

③業務従事者等が、その責任に帰する事由により、施設等を滅失又はき損した場合は、

請負者がその損害額を弁償するものとする。 



（２）業務の実施に必要な設備（ＦＡＸ電話機、デジタルカメラ等）は山口大学の負担で

設置する。 

また、業務に必要な経費（光熱水費、修繕費、電話等施設費、通信運搬費等）は山口

大学の負担とする。ただし既設以外の備品費、消耗品費等は請負者の負担とする。 

 

７．業務の内容 

（１）一般事項 

宿舎管理人は、随時に宿舎の巡視を行い宿舎の現況を把握し、空室の清掃･換気等を含

め、宿舎を良好な状態に維持するよう十分に注意を払うこと。「すまいのしおり」を熟

読し入居者への対応を行うこと。業務中は、宿舎管理人であることを明示する名札等を

必ず着用する。 

 

（２）入退去の処理 

①入居者に対する案内・指導 

・入居希望者に対する宿舎の案内。 

・「宿舎の損傷又は汚損の確認・申出書」の交付及び受理。 

・「すまいのしおり」の交付。 

②鍵の保管、貸与及び回収 

・宿舎貸与承認書の提示を受けた時点で鍵を貸与。鍵の受渡し簿の整理。 

・空室の鍵は厳重保管。 

・退去完了を確認し、鍵の回収。鍵の受渡し簿の整理。 

③入居時の住宅（設備）の点検立会い 

・随時実施。 

④退去時における宿舎の原状回復の点検、指示、完了確認 

・退去点検日及び完了確認日等の日程調整並びに原状回復の考え方等の説明。 

なお、原状回復施工業者の紹介依頼を受けた場合は複数業者を紹介。 

・原状回復箇所の指示、宿舎明渡届への記入及び原状回復の完了確認。 

・居住者名簿、自動車保管場所貸与承認整理簿等の整理。 

⑤居住者等の応接（自治会等及び団地外住民の応接を含む。） 

（ア）窓口業務 

・入居中の諸届出の処理、生活関連事項、地理案内、駐車場相談、補修に関するも

の（雨漏り、補修等は随時連絡を受け次第対応）、退去時の事前相談等の実施。 

（イ）苦情受付及び処理 

・請負者で判断しかねるものは、施設企画課へ連絡のうえ対応。 

⑥本宿舎敷地内巡視及び不正使用の処理 

（ア）住宅及び共同施設の損害、故障の発見（必要な場合は緊急措置）、関係機関へ 

の連絡 

・宿舎敷地内巡視（随時）を行い、異常箇所についての現場状況写真を添付のう  

え業務日誌とともに施設企画課へ提出。 

（イ）敷地等不正使用への対応 

・使用許可の有無について施設企画課へ連絡。 

・不正使用者に対する措置及び施設企画課への連絡。 

特に、自動車保管場所の確認等は、随時に保管場所と自動車保管場所貸与整理簿



を現地でチェックし、無断駐車の確認及び注意勧告並びに排除の実施。 

⑦修繕関連業務 

（ア）修繕の申込受付（瑕疵補修を含む。） 

・居住者より連絡を受け、現場で確認、現場状況写真の撮影、修繕整理簿の作成。 

（イ）山口大学と居住者との負担区分の判定 

・「すまいのしおり」で定められている居住者負担基準に基づき判定。 

・判定が困難な場合は施設企画課へ連絡。 

（ウ）居住者、業者及び施設企画課への連絡 

・居住者負担の場合において、居住者からの要請があれば複数業者を紹介。修繕整

理簿に現場状況写真とともに整理。 

・山口大学負担の場合は現場状況写真と共に修繕連絡票を山口大学へ送付。修繕整

理簿に現場状況写真とともに整理。 

（エ）その他修繕箇所の調査、報告 

・危険箇所等を発見した場合は、現場状況写真を速やかに山口大学へ報告。 

⑧緊急事態発生時の処理業務 

・急病人その他緊急事態発生時の対応等。 

⑨居住者への周知・連絡に関する業務 

・山口大学からの連絡事項も含め、居住者への連絡事項の周知等。 

⑩宿舎管理人の研修等 

・請負者において、宿舎管理人に対し、宿舎の維持管理業務を熟知させるための研

修、業務指導、事務監査を実施。 

⑪帳簿整理等及び業務報告書の提出に係る業務 

（ア）帳簿整理等 

・管理人業務日誌、居住者名簿、鍵の受渡し簿及び修繕整理簿の整理記入。 

・居住者棟別一覧表、自動車保管場所貸与承認整理簿等管理上必要な帳簿の整理記

入。（証拠書類がある場合には、証拠書類の保存。） 

なお、帳簿等の複製は、原則禁止。 

・請負契約終了時における帳簿等は施設企画課に提出。 

（イ）管理人業務日誌等の作成及び提出 

・管理人業務日誌、現場状況写真の作成及び提出。 

⑫給水設備清掃等業務  

・宿舎内に設置された受水槽を対象とした点検並びに水質検査を実施。 

（ア）受水槽点検作業 

・受水槽の周囲及び内部点検を行い、点検記録簿へ記入。異常箇所又は衛生上問  

題のある箇所を発見した場合は、施設企画課へ連絡し指示を受ける。（毎月２回） 

（イ）簡易専用水道の検査 

・別途指定する箇所で水質検査（臭気、味、色、濁り、残留塩素の５項目）を行い、

点検記録簿へ記入。（毎週１回） 

（ウ）検査立ち会い 

・施設企画課の指示による、簡易専用水道検査機関による検査の立ち会い。 

⑬建物周辺等環境整備業務 

・建物周辺等の除草、清掃及びその他必要が生じた業務について、施設企画課の指

示により行う。 



⑭その他 

・山口大学からの要請に基づく調査協力（随時実施） 

・山口大学と必要に応じ打ち合わせを実施、並びに関係機関への連絡。 

 

（３）業務の実施体制 

維持管理業務（一般管理業務）の実施体制として、以下に掲げる体制を確保する。 

① 管理窓口の開設 

・請負者は、山口大学から「国立大学法人山口大学宿舎管理人室」の提供を受け、 

管理人事務室として管理窓口を開設する。       
②宿舎管理人の配置 

・管理窓口には、宿舎管理人を必ず 1名以上常駐させる。 

・常駐時間は、9：00～15：00の間とする。（うち休憩１時間） 

・団地内巡視、入退去の立会い、山口大学との打ち合わせ等で管理窓口を不在にす

る場合は、外部から見やすい位置に、宿舎管理人の行き先と帰宅予定時間及び緊

急連絡先を明記するとともに、緊急時に連絡が取れるようにする。 

・時間外及び非常時の連絡等バックアップ体制を確保する。 

③宿舎管理人勤務日 

・宿舎管理人の勤務日は、毎週火、木、土曜日とする。 

（ただし、令和７年１２月２９日～令和８年１月３日は閉業とする。） 
・令和７年４月１日～５日と令和８年３月２５日～３１日の期間は毎日の勤務とす

る。 
 

８．その他 

（１）請負者は、本仕様書に基づき、常に善良なる管理者の注意をもって業務を履行する

ものとする。 

（２）請負者は業務従事者等の教育指導に万全を期し、勤務態度、服装、風紀及び衛生等

について十分管理するものとする。 

（３）請負者は、業務上知り得た事柄を他に漏らしてはならない。また、本学を退いた後

も同様とする。 

（４）請負者は業務中に第三者または建物に損害を与えた場合には、直ちに施設企画課に

報告し、請負者の責任で原状回復または損害賠償の責を負うものとする。なお、業務

中第三者から危害を加えられた場合、本学は損害賠償の責を負わないものとする。 

（５）その他、本仕様書に定めのない事項については双方で協議するものとする。 
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